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離島住民の航路運賃低廉化に関する意見書

鹿児島県においては，特定有人国境離島地域（甑島列島，種子島，屋久島，三島，トカラ列
島）の住民等の移動コストの負担軽減を図るため，「特定有人国境離島地域社会維持推進交付
金」を活用し，運賃低廉化事業を実施している。

低廉化の対象は住民のほか，住民が扶養する地域外に居住している学生等，住民に準ずる者
とされており，同事業による割引後の運賃（割引住民航路運賃）については，国が定める同交
付金事業実施要領において，船種ごとに運賃の下限（設定基準）が規定されている。

今回，ＪＲ九州の「自由席特急料金」及び「指定席特急料金」が令和４年４月１日から値上
げされることに伴い，同交付金事業実施要領に基づき，対象となる船種のうち，高速船及びジ
ェットフォイルに係る割引後の運賃の下限が引き上げられ，同日以降，同船種に係る割引住民
航路運賃が値上げされることとなった。

しかしながら，離島をとりまく自然的・社会的条件は依然として厳しく，今般のコロナ禍に
加え，燃油価格の高騰や生活物資の値上げ等が離島住民の生活全般に影響を及ぼしている状況
であり，これら運賃の値上げにより，さらなる影響が懸念される。

よって，国におかれては，離島住民の生活への影響に鑑み，値上げ対象となる船種について
これまでどおりの運賃で運用されるよう，全国一律の基準設定ではなく，地域の実情を踏まえ
た基準設定となるよう制度の見直しを行うなど，特段の措置を講じられるよう強く要望する。

以上，地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
令和４年３月23日

鹿児島県議会議長 田之上 耕 三

衆 議 院 議 長
参 議 院 議 長
内閣総理大臣 殿
財 務 大 臣
国土交通大臣

上記のとおり発議する。
令和４年３月23日

鹿児島県議会総合政策建設委員長 鶴 丸 明 人

観光関連産業の事業継続に向けた支援を求める意見書

新型コロナウイルスの感染拡大による観光関連産業への影響が長期化している。繰り返され
る緊急事態宣言やまん延防止等重点措置により人流は止まり，観光関連産業はこれまでにない
ほど厳しい経営状況に陥っている。

政府の支援策である「ＧｏＴｏトラベル事業」は，旅行者がその制度を利用して初めて事業
者が支援されるという仕組みになっている。度重なる感染拡大により，同事業は一昨年の年末
から一時停止となったまま，現在も再開の見通しが立っていないところである。

新型コロナウイルスの感染収束が見通せない現状において，同事業のような旅行を前提とし
た支援では，現在，窮地にある観光関連産業を救うことはできないと考える。現状において必
要とされているのは，早急な観光関連事業者への直接的な支援である。

観光関連産業は，約900万人の雇用を通じ地域経済を支え，約28兆円とされる市場規模（旅行
消費額）により地域の活性化に寄与し，地方創生にも大きく貢献している。本県においても，
「観光立県かごしま県民条例に基づく基本方針」の下，農林水産業とともに本県の基幹産業の
一翼を担っている。今後も事業を継続していただかなければ，新型コロナウイルスの感染収束
後の観光立県が維持できなくなり，インバウンドへの影響のみならず，地域の方々の生業にも
多大な影響を及ぼす。

よって，国においては，日本経済・地域経済に活力を与え，雇用を守り，事業継続に取り組
む観光関連産業に対する直接的な支援を早急に実施されるよう強く要望する。



以上，地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
令和４年３月23日

鹿児島県議会議長 田之上 耕 三
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上記のとおり発議する。
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鹿児島県議会文教観光委員長 松 田 浩 孝


